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2012, p.248. ） 。起草に際しては、諸外国の民法が広汎に参考とされており、それらとして、就中、カナ
ダのケベック民法典を中心として、フランス、イタリア、スペイン スイス、ドイツの民法典 ほか 欧州連合規則、国際条約、欧州人権裁判所判決 及んで る
（
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伴う旧法の改正は実行されることはなく、新法 成立により、旧法は部分的に廃止されることとなった。尚 欧州連合法の優先的適用 二〇〇三年に改正され 一九九一年 ルーマニア憲法におい も規定されているところである
（
A
vasilencei, op. cit., p.249. ）。
　
旧法の一部を明確に廃止する新しいルーマニア民法典第七巻に置かれた諸規定は、渉外的要素を有する民事法関
係、商事法関係、及び、そ 他の私法関係に関するルーマニア国際私法の一般法として位置付けられるものであり、その第二五五七条第三項は、 「本巻の諸規定は、 当事国である国際条約、欧州連合法、又は、特別法規定が他の規則を定めていない限りにおいて適用され 。 」と規定している。それが、ルーマニア国際私法法源の所在であり、又、そのまま、それら法源の間の序列ともなっていると見られ しかし 国際条約と欧州連合法との間における適用の優先関係につ ては必ずしも明瞭で なく、更にきめ細かな検討が求められ ところである
（
A
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eitschrift für ausländisches und internationales P
rivatrecht 1994, S.465ff. に
依拠した旧法に関する研究として、拙稿「外国国際私法立法に関する研究ノート（
1）―ルーマニア国際私法（一九九二年）





 1994, p.172 et suiv. に掲載されている仏語訳に拠った）
を出発点として、新法が如何なる内容を有す











































き」 、及び、 「 れが不正な手段によって権限を有するもの なったとき」を挙げていた。同条は、公序概念の基準を国際公序に求めることを明確にすると共に、法律回避の禁止を定めている点に特徴が見られ が、それらは、いずれも新法第二五六四条第一項においても引き継がれている。ルーマニア法が補充法とされることも同様である。新法は、公序概念について ルーマニア法又は欧州連合 上の基本原則、及び、基本的人権 明記して、更なる展開を示しているように見られる。　
更に、又、旧法第九条が、 「外国において取得された権利は、それがルーマニア国際私法上の公序に反しない限





































vasilencei, op. cit., p.255 et suiv. ）。因みに、同様の規定としては、例えば、
一九九八年のチュニジア国際私法典第五〇条も、 「抵触 則によって指定された法、当面の法的関係と密接な関連性を有すること、及び、追求された目的を し、当該法 の適用が不可欠であることが明白である き 裁判官はその法の規定に効力を与える。 」と定めている。その他 一九九七年のウズベキスタン民法典第一一六五は、 「何れかの国の法律を適用するに際し、関係と密接な 連性を有する他の国 法律に依れば 強行規定がそれぞれの関係を規律しなければならないとき、裁判所は、準拠法に拘わらず、そ 国 法律のかような規定を適用することができる。 」と定めている。これは、一九九九年のカザフスタン民 典第一〇九一条第二項 内容と同一であり、同様の規定は、枚拳するに暇ない。









































vasilencei, op. cit., p.260. ）。又、法律回避も、外国法の適用が排除されるべき場合として、公序違反と共に





vasilencei, op. cit., p.261 et suiv. ）。そして、外国法の内容が確定されることができないときも、適用されるのは
ルーマニア法であるが、こ 点において、新法と旧法とは同じ立場を採用して る しかし、新 においては、その点の可否について、 「合理的な期間内」に判断されるべきとして、事件及び外国規定 複雑 程度を考慮した上で決定されるべきことが裁判官に求められて り
（
A
vasilencei, op. cit., p.262 et suiv. ）、法規の精緻化が促進され
ていると言うことがで る ろう。




法の適用がより望ましい結果へ導くと見られる場合に、積極的に公序条項を根拠として、外国法の適用を排除し、もって、法廷地法である日本法を適用すべきとす 学説が いわゆる機能的公序論と称されて、一九八〇年代初頭に提唱された。その主張の趣旨は、実定法の根拠 して、公序条項を利用することにより、硬直なわが国国際私法規定を修正することにより、準拠外国 と日本法 の二国間において、実質法の内容を比較し 解決の結果において、弱者利益の保護をも含めた実質法上の利益の確保が目さ べきとするものであった。しか その後 平成元年
（一九八九年）
には、法例が大幅に改正され、従来の単一的連結の規則に代えて、多くの多元的連結の規則が
導入された。それ より、国際私法規則の柔軟化が促進され、又、個々の規定の解釈における弾力化も可能 なったため、例外的発動を原則と 公序則 本来的役割 趣旨に反 る機能的公序論は その存立 基盤 失った見られる。しかしながら、弱者利益の保護の理念が普遍 している現在、準拠外国法の適用の結果がそれに反すると見られる場合には、法廷地の公序
（国際私法上の公序）
に反するものとして、当該外国法の適用を排除すること
も、実定法の運用と て可能であると思われ 。但し、そ 場合に 当然に自働適用説に拠って日本法が補充法とされるべきではなく、弱者利益の保護 適った 選定を可能とする補充的連結説の立場から補充法を探究すことが、現代的意義に適う 言うべき ろう。　
以上に対して、密接関連性の原則の観点から、原則的準拠法の適用を排除して、最密接関連法の適用を規定して






























































る。これら 諸規定は、新法にお て、 れぞれ、殆どそのまま受け継がれている。尚、新法において、それらの




































































的要件に関する旧法第一八条は、婚姻保護 ための特別公序規定をも併せて めている点において、注目されるべき規定であった。すなわち、同 第一項におい 、 「婚姻を締結す ために要求される実質 要件は、各々の婚姻当事者の本国法 依って決定される。 」とした上で かように 決定 た外国法 何 かが、ルーマニア法に従えば婚姻を締結する自由と両立しえない婚姻障害を定めているときであって、婚姻当事者の何れか一方がニア市民であり、かつ、婚姻がルーマニアの領域において締結され 場合 は 問題の障害は適用さ こと で















































































































の承認及び執行、並びに、協力に関する二〇〇八年一二月一八日の欧州連合理事会規則」等に服することを明らかにしている。因みに 旧法中には、次に掲げ ような二箇条の規定が置かれていた。すなわち、旧 第三四条が「扶養義務の準拠法は、次に掲げる関係につき、次に掲げる法律とする。 （ａ）親子間の関係については、第二五条、第二八条及び第三一条 従い、親子関係の効力を規律する法律、 （ｂ）夫婦間の関係については、第二〇条従い、婚姻の効力を規律する法律 （ｃ）かつての夫 間の関係については、第二二条に従 、離 を規律する律、 （ｄ）他の者の間の関係については、扶養権利者 本国法。国籍 変更があ きは、新し 本国法は変更後の給付につ てのみ適用される。 」と規定し 又、旧法第三五条が、 「扶 義務 準拠法 特に、次に掲げる事項
東洋法学　第57巻第 1号（2013年 7 月）
295

























vasilencei, op. cit., p.273. ）。又、旧法第六八条第一項は、 「遺言者は、第六六条に記された法律の強








arks on the applicable law
 to international successions in R
om
ania, Y
earbook of private international law
 2007, p.303 et 
seq. ）、同項における規律が「相続の全体」に及ぶことから、相続準拠法は、抵触規定に依って指定されたものであ
れ、被相続人に依って選択されたものであれ、同時に、双方の相続へ適用され ことが明らか され（A




更に、遺言の方式に関する旧法第六八条第三項が 遺言保護のための多元的連結の立場から、 「遺言の作成 変
更又は撤回は、証書が次 掲げる法律の何れに従ったかに拘わらず それが、作成 変更又は撤回された当時であ
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法の特徴の一つとされていた。しかし、新法においては、それらの契約債務に関する諸規定に代えて、専ら欧州連合法等 諸規則に従うとする新 な規則が導入されて る
（新法第二四六〇条第一項）
。従って、旧法中の契約債務






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































 2012, p.459 
et suiv. に掲載されている仏語訳である。








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































共通国籍がないときは、夫婦の中 少なくとも一方が、離婚請求の開始当時、 おも、 該国家の を保持 と
き、それらの者の最後の共通国籍の法律
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ｆ
　
信託期間に関する制限、及び、財産管理から生ずる収入を蓄える権限
　
ｇ
　
受益者に対する受託者の個人的責任を含め、受託者と受益者との間の関係
　
ｈ
　
信託の変更又は中止
　
ｉ
　
信託財産を構成する財産の分割
　
ｊ
　
信託財産が管理された方法を報告する受託者の義務
特別状況第二六六二条
　
特に、信託の管理に関し、分離されることができるその要素は、別の法律へ服することができる。
第九章
　
消滅時効
準拠法第二六六三条
　
訴訟を起こす権利の消滅時効は、実体法自体の準拠法へ服する。
 
―かさはら
　
としひろ・法学部教授―
ルーマニア国際私法の改正について〔笠原　俊宏〕
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